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平成平成平成平成１６１６１６１６年年年年１２１２１２１２月期月期月期月期            決算短信決算短信決算短信決算短信（（（（連結連結連結連結））））                                                                        平成 17 年 2 月 25 日 

上場会社名  ダイナパック株式会社                 上場取引所       東京証券取引所 

         （旧会社名  日本ハイパック株式会社）                   名古屋証券取引所 

コード番号    ３９４７                              本社所在都道府県  愛知県 

（ＵＲＬ http://www.dynapac-gr.co.jp ） 

代 表 者    代 表 取 締 役 社 長   飯 田 真 之 
問合せ先     責任者    執 行 役 員 経 理 部 長   辻    吉  博       ＴＥＬ （０５２） ９７１－２６５１ 
決算取締役会開催日  平成 17 年 2 月 25 日 
米国会計基準採用の有無   無 
 
１．16 年 12 月期の連結業績 (平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 12 月 31 日) 

(１)連結経営成績                                (注)記載金額は､百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益         経 常 利 益         

 

16 年 12 月期 

16 年 3 月期 

百万円    ％

２２，５１０       ― 

２６，６００     ４．７ 

百万円     ％

２４１       ―  

２６１    ８７０．８ 

百万円    ％

３０８      ―  

４１２   １６４．０ 

 
 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期 

純利益  

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 

16 年 12 月期 

16 年 3 月期 

百万円   ％ 

△２２２   ― 

１７７   ― 

円  銭

△７  ５６

５  ９７

円   銭

―

５   ７８

％

△１．６ 

１．３ 

％ 

１．２ 

１．５ 

％

１．４ 

１．６ 

(注)①持分法投資損益         16 年 12 月期         10 百万円   16 年 3 月期         3 百万円 
②期中平均株式数（連結）   16 年 12 月期      29,466,032 株   16 年 3 月期     29,807,707 株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
⑤平成 16 年 12 月期は 9 ヶ月決算のため、対前期比較は行っておりません。 

 
(２)連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

16 年 12 月期 

16 年 3 月期 

百万円 

２６，７３３ 

２６，８８１ 

百万円

１３，９７４ 

１３，８２４ 

％ 

５２．３ 

５１．４ 

円      銭

４５４     ５１ 

４７８     ７１ 

(注)期末発行済株式数（連結）   16 年 12 月期      30,745,661 株   16 年 3 月期    28,878,706 株 
 
(３)連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高 

 

16 年 12 月期 

16 年 3 月期 

百万円 

△４９ 

１，７１８ 

百万円

３５２ 

△９９４ 

百万円 

△１，０４７ 

△１，３３２ 

百万円

１，１４１ 

１，８９１ 
 
(４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数        １０社  持分法適用非連結子会社数 ０社  持分法適用関連会社数 ３社 
 
(５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規） ０社  （除外） １社  持分法（新規） １社  （除外） １社 
 
２．17 年 12 月期の業績予想(平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 12 月 31 日) 

業績予想につきましては、当社は平成 17 年 1 月 1 日を合併期日として、ダイナパック株式会社（旧大日本紙業株式会
社）と合併しましたので、合併存続会社の当該事項に含めて記載しております。 
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 １．連結財務諸表等  
（１）連結貸借対照表  

                                    （単位：千円） 

当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 12 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3月 31 日現在) 

      期  別 
 
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 

増減金額 

（ 資 産 の 部 ） ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産   

1．現 金 及 び 預 金 1,383,226 1,997,412  △614,185

2．受取手形及び売掛金 9,662,104 8,348,504  1,313,600

3．有 価 証 券 60,000 30,000  30,000

4．た な 卸 資 産 742,132 806,228  △64,095

5．繰 延 税 金 資 産 283,512 171,568  111,943

6．短 期 貸 付 金 9,400 57,820  △48,420

7．そ の 他 228,925 280,612  △51,687

貸 倒 引 当 金  △17,303  △55,584  38,280

流 動 資 産 合 計 12,351,999 46.2 11,636,563 43.3 715,436

Ⅱ 固 定 資 産   

(1)有 形 固 定 資 産   

1．建 物 及 び 構 築 物 7,745,253 7,776,985   

減 価 償 却 累 計 額 4,765,259 2,979,993 4,720,745 3,056,240  △76,247

2．機械装置及び運搬具 17,129,806 17,383,956   

減 価 償 却 累 計 額 13,374,352 3,755,454 13,631,050 3,752,906  2,548

3．土 地 4,337,383 4,316,565  20,817

4．建 設 仮 勘 定 113,593 38,584  75,008

5．そ の 他 1,008,878 1,060,675   

減 価 償 却 累 計 額 861,447 147,430 905,614 155,061  △7,630

有形固定資産合計 11,333,855 42.4 11,319,357 42.1 14,497

(2)無 形 固 定 資 産   

1．連 結 調 整 勘 定 508,694 582,323  △73,629

2．そ の 他 48,498 35,393  13,105

無形固定資産合計 557,192 2.1 617,716 2.3 △60,524

(3)投 資その他の資産   

1．投 資 有 価 証 券 1,550,822 2,065,217  △514,394

2．長 期 貸 付 金 38,537 257,527  △218,990

3．繰 延 税 金 資 産 532,075 748,605  △216,530

4．そ の 他 389,960 474,391  △84,430

貸 倒 引 当 金 △21,141 △237,737  216,595

投資その他の資産合計 2,490,253 9.3 3,308,004 12.3 △817,750

固 定 資 産 合 計 14,381,301 53.8 15,245,078 56.7 △863,777

資 産 合 計 26,733,300 100.0 26,881,642 100.0 △148,341
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                                      （単位：千円） 

当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 12 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3月 31 日現在) 

      期  別 
 
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 

増減金額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債    

1．支払手形及び買掛金  4,017,706 3,381,932  635,774

2．短 期 借 入 金  5,430,953 7,037,564  △1,606,611

3．未 払 法 人 税 等  67,819 97,237  △29,417

4．未 払 消 費 税 等  53,772 54,640  △868

5．賞 与 引 当 金  158,098 309,613  △151,515

6．そ の 他  1,173,636 601,876  571,759

 流 動 負 債 合 計  10,901,985 40.8 11,482,864 42.7 △580,878

Ⅱ 固 定 負 債    

1．長 期 借 入 金  550,370 409,160  141,210

2．退 職 給 付 引 当 金  1,153,795 989,104  164,691

3．預 り 保 証 金  112,783 134,283  △21,500

4．そ の 他  40,023 41,751  △1,727

固 定 負 債 合 計  1,856,972 6.9 1,574,299 5.9 282,673

負 債 合 計  12,758,958 47.7 13,057,163 48.6 △298,205

( 資 本 の 部)    

Ⅰ 資 本 金  6,700,000 25.1 6,700,000 24.9 ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金  6,443,871 24.1 6,435,693 23.9 8,178

Ⅲ 利 益 剰 余 金  1,186,217 4.4 1,556,592 5.8 △370,374

Ⅳ その他有価証券評価差額金  78,073 0.3 110,740 0.4 △32,667

Ⅴ 為替換算調整勘定  △151,628 △0.6 △137,460 △0.5 △14,168

Ⅵ 自 己 株 式  △282,190 △1.0 △841,087 △3.1 558,896

資 本 合 計  13,974,342 52.3 13,824,478 51.4 149,863

負債及び資本合計  26,733,300 100.0 26,881,642 100.0 △148,341
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（２）連結損益計算書  
                                          （単位：千円） 

当  連  結  会  計  年  度 
自 平成16年 4月  1日 
至 平成16年12月31日 

前  連  結  会  計  年  度 
自 平成15年4月  1日 
至 平成16年3月31日 

       期  別 
 
科  目 

金    額 百分比 金    額 百分比 
 ％  ％
Ⅰ 売 上 高 22,510,753 100.0 26,600,490 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 18,549,446 82.4 21,833,378 82.1

売 上 総 利 益 3,961,307 17.6 4,767,112 17.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  

1．販 売 費 1,306,501 1,614,305  

2．一 般 管 理 費 2,412,907 3,719,409 16.5 2,890,917 4,505,223 16.9

営 業 利 益 241,897 1.1 261,889 1.0

Ⅳ 営 業 外 収 益  

1．受 取 利 息 2,981 8,940  

2．受 取 配 当 金 23,394 22,924  

3．仕 入 割 引 33,149 38,188  

4．不 動 産 賃 貸 収 入 109,821 141,192  

5．そ の 他 24,878 106,854  

計 194,226 0.9 318,100 1.2

Ⅴ 営 業 外 費 用  

1．支 払 利 息 44,416 63,000  

2．売 上 割 引 21,553 35,566  

3．不 動 産 賃 貸 費 用 50,527 62,280  

4．そ の 他 11,114 6,309  

計 127,611 0.6 167,156 0.6

経 常 利 益 308,513 1.4 412,832 1.6

Ⅵ 特 別 利 益  

1． 貸倒引当金戻入益 5,993 ―  

2． 固 定 資 産 売 却 益 242,023 9,111  

3．投資有価証券売却益 88,384 159,919  

4．そ の 他 11,032 ―  

計 347,434 1.5 169,031 0.6

Ⅶ 特 別 損 失  

1． 固 定 資 産 売 却 損 36,064 2,652  

2．固 定 資 産 除 却 損 76,225 12,087  

3．投資有価証券評価損 45,892 ―  

4．役 員 退 職 金 306,991 12,300  

5．理事・執行役員退職金 59,814 ―  

6．退職給付会計基準変更時 
差異による退職給付費用 

95,968 127,957  

7．貸倒引当金繰入額 ― 5,780  

 8．前期負担分社会保険料  

 9．経営統合関連費用  

10．そ の 他 

―

40,104

26,096

33,254

24,000

6,217  

計 687,156 3.0 224,250 0.8

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失（△） 

△31,208 △0.1 357,614 1.4

法人税､住民税及び事業税              73,961 117,063  

法 人 税 等 調 整 額 117,588 １91,550 0.9 55,995 173,058 0.7

少 数 株 主 利 益 ― 6,682 0.0

△222,759 △1.0 177,873 0.7当 期 純 利 益 
又は当期純損失（△） 
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（３）連結剰余金計算書 
                                      （単位：千円） 

当  連  結  会  計  年  度 
自 平成16年 4月  1日 
至 平成16年12月31日 

前  連  結  会  計  年  度 
自 平成15年4月  1日 
至 平成16年3月31日 

      期  別 
 
科  目 

金    額 金    額 
  

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,435,693  6,435,693

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益 8,178 8,178 ― ―

Ⅲ 資本剰余金期末残高 6,443,871  6,435,693

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,556,592  1,528,004

Ⅱ 利益剰余金増加高  

1．当 期 純 利 益 ― 177,873 

2．持分法適用会社の減少 
に伴う剰余金増加高 1,334 1,334 ― 177,873

 
Ⅲ 利益剰余金減少高 

 

1. 当 期 純 損 失 222,759 ― 

2．配 当 金 148,950 371,709 149,285 149,285

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,186,217  1,556,592
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
                                                                                    (単位：千円) 

当  連  結  会  計  年  度 
自 平成16年 4月  1日 
至 平成16年12月31日 

前  連  結  会  計  年  度 
自 平成15年4月  1日 
至 平成16年3月31日 

                         期     別 

  科     目 金      額 金      額 

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー   

 1. 税金等調整前当期純利益 
又 は 当 期 純 損 失 (△ ) △31,480 357,614 

 2. 減 価 償 却 費 747,856 1,073,128 

 3. 貸倒引当金の増減額(減少は△) △254,776 15,160 

 4. 賞与引当金の増減額(減少は△) △151,403 2,362 

 5. 退職給付引当金の増加額 164,691 183,999 

 6. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 △27,274 △31,864 

 7. 支 払 利 息 45,003 63,000 

 8. 有価証券等売却損益(利益は△) △88,574 △198,386 

9. 関係会社株式売却益(利益は△) △11,032 ― 

10. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 45,892 ― 

11．有形固定資産の売却損益(利益は△) △205,959 ― 

12. 有 形 固 定 資 産 除 却 損 76,225 12,087 

13. 売 上 債 権 の 増 加 額 △1,325,542 △823,571 

14. たな卸資産の増減額(増加は△) 64,107 △73,199 

15. 流動資産の増減額(増加は△) △57,789 130,136 

16. 仕 入 債 務 の 増 加 額 402,248 1,128,074 

17. 未 払 金 の 増 加 額 305,950 2,428 

18. 預 り 金 の 増 加 額 79,993 3,428 

19. その他流動負債の増減額(減少は△) 196,556 △17,876 

20. そ の 他 94,599 △14,233 

     小 計 69,291 1,812,289 

21. 利息及び配当金の受取額 27,193 31,047 

22. 利 息 の 支 払 額 △42,256 △67,643 

23. 法 人 税 等 の 支 払 額 △103,322 △57,072 

営業活動によるキャッシュ・フロー △49,094 1,718,621 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー   

 1. 有価証券の取得による支出 △629,810 △2,728,900 

 2. 有価証券の売却による収入 630,000 2,730,092 

 3. 投資有価証券の取得による支出 △81,724 △134,334 

 4. 投資有価証券の売却による収入 650,698 217,989 

 5. 満期保有目的有価証券の償還による収入 28,000 23,000 

 6. 特定金外信託の解約による収入 ― 109,240 

 7. 有形固定資産の取得による支出 △661,542 △1,118,474 

 8. 有形固定資産の売却による収入 273,823 38,576 

 9. 貸 付 に よ る 支 出 △106,165 △225,572 

10. 貸付金の回収による収入 373,575 365,797 

11. 無形固定資産の取得による支出 △22,361 △9,639 

12. 定期預金の預入れによる支出 △196,891 △77,617 

13. 定期預金の払戻しによる収入 62,300 66,794 

14. 子会社株式の追加取得による支出 ― △42,603 

15. 関係会社株式の取得による支出 △5,000 △200,000 

16. 関係会社株式の売却による収入 12,000 ― 

17. その他投資の増減額（増加は△） 26,026 △9,022 

投資活動によるキャッシュ・フロー 352,929 △994,672 
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                                    (単位：千円) 
当  連  結  会  計  年  度 
自 平成16年 4月  1日 
至 平成16年12月31日 

前  連  結  会  計  年  度 
自 平成15年4月  1日 
至 平成16年3月31日 

                         期     別 

  科     目 金      額 金      額 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 1. 短 期 借 入金による収入 16,202,590 28,952,950 

 2. 短期借入金の返済による支出 △17,817,013 △29,964,041 

 3. 長 期 借 入金による収入 237,000 600,000 

 4. 長期借入金の返済による支出 
 5. 自己株式の取得による支出 

△83,910 

△29,644 

△380,280 

△388,398 

 6. 自己株式の売却による収入 592,438 ― 

 7. 配 当 金 の 支 払 額 △148,950 △149,285 

 8. 少数株主への配当金の支払額 ― △3,791 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,047,489 △1,332,845 

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,820 △15,496 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額(減少は△) △749,475 △624,394 

Ⅵ  現金及び現金同等物期首残高 1,891,207 2,515,601 

Ⅶ  現金及び現金同等物期末残高 1,141,732 1,891,207 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる事項  
 
１．連結の範囲に関する事項 
連結子会社･･･････  １０社 
主要な連結子会社名･…･東日本ハイパック(株)，新日本ハイパック(株) 

非連結子会社･････   － 社 
なお、前連結会計年度において連結子会社でありました日本物流(株)は平成 16年 12 月 21 日に連

結会社により吸収合併されたため連結の範囲から除外しております。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
持分法適用会社････   ３社 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と同一であります。 
 

４．会計処理基準に関する事項 
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 
(イ)有価証券 
① 満期保有目的債券･･･････償却原価法(定額法) 
② その他有価証券 

時価のあるもの････････決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
時価のないもの････････移動平均法による原価法 

(ロ)デリバティブ 
時価法 

(ハ)運用目的の金銭の信託 
時価法 

(ニ)たな卸資産 
商品･･････････････････総平均法による原価法によっております。 
製品・半製品・原材料及び仕掛品･････総平均法による原価法によっております。 
貯蔵品････････････････最終仕入原価法による原価法によっております。 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
(イ)有形固定資産･････････････当社および国内連結子会社は、定率法によっております。 

なお、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備
を除く)については定額法によっております。 
また、在外連結子会社は定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 及 び 構 築 物 10 年～47年 
機械装置及び運搬費 4 年～12 年 

(ロ)無形固定資産･････････････定額法によっております。 
ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

 (３)重要な引当金の計上基準 
(イ)貸倒引当金･･･････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており、在
外連結子会社については、個別の債権の回収可能性を勘案し
た所要見積額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金･･･････････････従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負
担額を計上しております。 

(ハ)退職給付引当金･･･････････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務および年金資産の見込額に基づき、計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(639 百万円)については、当連結会
計期間において５年による按分額を費用処理しております。 
また、数理計算上の差異は、主としてその発生時の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(15年間)による定額法により、発生の
翌連結会計年度から費用処理しております。 
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(４)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(５)重要なヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用
しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段）金利スワップ 
（ヘッジ対象）借入金の利息 

③ ヘッジ方針 
当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っ
ており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利スワップを締結しております。 
Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が一致している。 
Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約期間および満期が一致している。 
Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワップで受払いされる変動金利の 
インデックスが、ＴＩＢＯＲ＋0.675％で一致している。 

Ⅳ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致している。 
Ⅴ 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して一定である。従って、金利スワ 
ップの特例処理の要件を満たしているので連結決算日における有効性の評価を省略 
しております。 

(６)消費税等の処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、10 年間の均等償却を行っております。 
 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 
 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出
し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 
〔追加情報〕 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9号）が平成 15年 3月 31 日に公布され、平成
16 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度か
ら「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16年
2 月 13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割に
ついては、販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、販売費及び一般管理費が 27,735 千円
増加し、営業利益および経常利益が 27,735 千円減少し、税金等調整前当期純損失が 27,735 千円増加して
おります。 
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［ 注 記 事 項 ］ 
（連結貸借対照表関係） 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

１．投資有価証券 
関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投 資 有 価 証 券 ２０５，９７６千円 ２０１，２０９千円 
２．有形固定資産の減価償却累計額 １９，００１，０６０千円 １９，２５７，４０９千円 

 
３．担保に供している資産 

建 物 及 び 構 築 物 ５２２，０７８千円 １，６８４，５４７千円 
機械装置及び運搬具 １，０５０，７０３千円 ２，４４９，４１５千円 
土 地 ７０１，６０１千円 １，６２９，９７２千円 

 ２，２７４，３８３千円 ５，７６３，９３４千円 
上記物件については、下記借入金の担保に供しております。 

長 期 借 入 金 ２００，３７０千円 ８４，１６０千円 
短 期 借 入 金 ６１２，４４０千円 ６３０，５６０千円 
 

４．保証債務 １６４，９４６千円 ２５８，５２６千円 
 
５．受取手形割引高 ８，３０８千円 ― 千円 
 
６．期末日満期手形の会計処理 
  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 
  なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、 
  期末残高に含まれております。 

受 取 手 形 ４２３，２１９千円 ―･千円 
 
７．自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数は、以下のとおりであります。 
普 通 株 式 １，０００千株            ２，８６７千株 

（連結損益計算書関係） 
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

運 送 費           １，２７４，５３４千円 １，５７１，７０９千円 
報 酬 及び給料手当           １，０００，４８５千円 １，２５０，４０５千円 
賞 与           １５６，３８１千円 １３６，６７８千円 
福 利 費           １９２，３７８千円 ２２９，６２３千円 
賞 与 引当金繰入額           ５８，５７３千円 １２３，２２０千円 
退 職 給 付 費 用           ９６，８２９千円 １１８，６８５千円 
旅 費 交 通 費           １５７，５４９千円 １７７，９５１千円 

２．研究開発費の総額 
一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。なお、当期製造費用に含
まれる研究開発費はありません。 

研 究 開 発 費 ３４，３０７千円 ４７，５００千円 

３．固定資産売却益の内訳 
機械装置及び運搬具 ９１８千円 ９，１１１千円 

土       地 ２４１，１０５千円 －千円 
４．固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 ３５，４４９千円 －千円 
機械装置及び運搬具 １５９千円 ２，１０３千円 

そ   の   他 ４５５千円 ５４９千円 
５．固定資産除却損の内訳 

建 物 及 び 構 築 物 ５，２５６千円 １，４８５千円 
機械装置及び運搬具 ６２，７０２千円 ９，０２６千円 
工具器具及び備品 ８，２６６千円 １，５７５千円 

６．その他(特別損失) 
そ の 他 ２６，０９６千円 ６，２１７千円 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 
現 金及び預金勘定 １，３８３，２２６千円 １，９９７，４１２千円 
支払基金及び配当金支払基金 △２，５６６千円 △１，８６８千円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △２３８，９２８千円 △１０４，３３７千円 

合 計 １，１４１，７３２千円 １，８９１，２０７千円 
（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 
取 得 価 額 相 当 額  有形固定資産その他 

（機械装置及び運搬具） ２０，２５４千円 １６，７９４千円 
（工具器具及び備品） ９８，２８２千円 １２８，２９８千円 
無形固定資産その他 

（ソ フ ト ウ ェ ア） ４０，９７８千円 ４８，５８９千円 
合 計 １５９，５１６千円 １９３，６８３千円 

 
減価償却累計額相当額  有形固定資産その他 

（機械装置及び運搬具） １０，６９２千円 ８，３６２千円 
（工具器具及び備品） ６５，２３６千円 ８４，９２９千円 
無形固定資産その他 

（ソ フ ト ウ ェ ア） ２０，３９４千円 １６，２１０千円 
合 計 ９６，３２４千円 １０９，５０２千円 

期 末 残 高 相 当 額  有形固定資産その他 
（機械装置及び運搬具） ９，５６１千円 ８，４３２千円 
（工具器具及び備品） ３３，０４６千円 ４３，３６９千円 
無形固定資産その他 

（ソ フ ト ウ ェ ア） ２０，５８３千円 ３２，３７９千円 
合 計 ６３，１９２千円 ８４，１８１千円 

（２）未経過リース料期末残高相当額 
1 年 内 １８，２３７千円 ２７，４８４千円 
1 年 超 ４９，６８２千円 ５９，５６０千円 
合 計 ６７，９２０千円 ８７，０４５千円 

（３）支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 １８，３８０千円 ３５，８７５千円 
減価償却費相当額 １７，３９６千円 ３３，４６２千円 
支 払 利 息 相 当 額 １，１６９千円 ２，１７７千円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については利息法によっております。 
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（有価証券関係） 
当連結会計年度 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成 16年 12 月 31 日現在）                （単位：千円） 

区  分 取得原価 連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 差  額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの  

①株 式 ２２１，６６１ ３９２，１００ １７０，４３８

②債 券 ― ― ―

③その他 ０ ２００ １９９

小  計 ２２１，６６１ ３９２，３００ １７０，６３８

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの  

①株 式 ３５１，８９３ ３２９，９９２ △２１，９０１

 ②債 券 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

小  計 ３５１，８９３ ３２９，９９２ △２１，９０１

合  計 ５７３，５５５ ７２２，２９２ １４８，７３７
 

(注)  当連結会計年度において、時価のあるその他の有価証券について 15,892 千円減損処理を行
っております。なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に
比べ 40％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30～40％程度下落した場合には保
有有価証券の時価水準を把握し、回復可能性及び財務比率の検討を行い、必要と認められた
額について減損処理を行っております。 

 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 16年 12 月 31 日現在） 

        （単位：千円） 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

４５５，１８５ ８８，３８４ ―
 
３．時価評価されていない有価証券（平成 16 年 12 月 31 日現在） 
(１)満期保有目的の債券                  （単位：千円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

①割引金融債 ３０，０００

②興業利付債 ３０，０００

合   計 ６０，０００
 

(２)その他有価証券                                 （単位：千円） 
内  容 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式 （店頭売買株式を除く） １２２，５５３

②優先株式 ２００，０００

③優先出資証券 ３００，０００

合   計 ６２２，５５３
 
４．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

（平成 16年 12 月 31 日現在）           （単位：千円） 
 区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 

（債 券） 
その他 ６０，０００ ―

合  計 ６０，０００ ―
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前連結会計年度 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成 16年 3月 31 日現在）                （単位：千円） 

区  分 取得原価 連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 差  額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの  

①株 式 ８６６，７８８ １，０７３，１２９ ２０６，３４１

②債 券 ― ― ―

③その他 ０ ２００ １９９

小  計 ８６６，７８８ １，０７３，３２９ ２０６，５４１

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの  

①株 式 １１２，３７３ ９３，２６９ △１９，１０３

 ②債 券 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

小  計 １１２，３７３ ９３，２６９ △１９，１０３

合  計 ９７９，１６１ １，１６６，５９８ １８７，４３７
 

(注)  当連結会計年度において、時価のあるその他の有価証券について減損処理は行っておりませ
ん。なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ 40％
以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30～40％程度下落した場合には保有有価証券
の時価水準を把握し、回復可能性及び財務比率の検討を行い、必要と認められた額について
減損処理を行っております。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 16年 3月 31 日現在） 
        （単位：千円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

１６５，１９８ １５９，９１９ ―
 
３．時価評価されていない有価証券（平成 16 年 3月 31 日現在） 
(１)満期保有目的の債券                  （単位：千円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

①割引金融債 ３０，０００

②興業利付債 ５８，０００

合   計 ８８，０００
 

(２)その他有価証券                                 （単位：千円） 
内  容 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式 （店頭売買株式を除く） １３９，４０８

②優先株式 ２００，０００

③優先出資証券 ３００，０００

合   計 ６３９，４０８
 
４．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

（平成 16年 3月 31 日現在）           （単位：千円） 
 区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 

（債 券） 
その他 ８８，０００ ―

合  計 ８８，０００ ―
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（デリバティブ取引関係） 
当連結会計年度 （平成 16 年 12 月 31 日現在） 

該当事項はありません。 
  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象 
から除いております。 

前連結会計年度 （平成 16 年 3月 31 日現在） 
該当事項はありません。 
  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象 
から除いております。 

 
（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                      当連結会計年度（単位：千円）      前連結会計年度（単位：千円） 
（平成16年12月31日現在）               （平成16年3月31日現在） 

繰延税金資産 
退 職 給 付 引 当 金 
損金算入限度超過額  ４０４，７６１千円 ３５２，９３０千円 
貸倒引当金繰入限度超過額  １７，５５８千円 １０７，６４０千円 
退職給付信託設定に伴う 
退 職 給 付 費 用 否 認  １１５，７９５千円 １１３，９７７千円 
投資有価証券評価損否認  １６６，００５千円 １５９，５６２千円 
役 員 退 職 金 否 認  １４６，０８８千円 ―千円 
賞 与 引 当 金 損 金 
算 入 限 度 超 過 額  ６１，２２０千円 １２２，３２６千円 
会 員 権評価損否認  ６，１２２千円 １３，０３５千円 
連結上生じた一時差異  １５１，７１６千円 １５２，８９６千円 
繰 越 欠 損 金  ２２６，８４３千円 １５６，０９２千円 
その他有価証券評価差額金  ８，７８１千円 ５，６５０千円 
そ の 他   ２２，７６３千円 ８７，６３６千円 

小   計 １，３２７，６５７千円 １，２７１，７４８千円 

評 価 性 引 当 金 △４５７，４７２千円 △２７９，２２２千円  

繰延税金資産合計 ８７０，１８５千円 ９９２，５２５千円 
繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金  △６４，８４６千円 △８２，２７８千円 
そ の 他  △４，１９３千円 △３，８４１千円 
繰 延 税金負債合計  △６９，０４０千円 △８６，１２０千円 
繰延税金資産の純額 ８０１，１４５千円 ９０６，４０５千円 

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれています。 

 

                             当連結会計年度                         前連結会計年度 
（平成16年12月31日現在）                （平成16年3月31日現在）  

流動資産－繰延税金資産 ２８３，５１２千円 １７１，５６８千円 

固定資産－繰延税金資産 ５３２，０７５千円 ７４８，６０５千円 

流動負債－その他（繰延税金負債） ― 千円 ― 千円 

固定負債－その他（繰延税金負債） △１４，４４２千円 △１３，７６８千円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
                           当連結会計年度                      前連結会計年度 

（平成16年12月31日現在）                （平成16年3月31日現在） 

法定実効税率 ― ％ ４０．３％ 
（ 調 整 ） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 ― ％ ３．８％ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ― ％ △１．１％ 
住民税均等割等 ― ％ ５．８％ 
連結調整勘定償却 ― ％ １０．７％ 
回収不能額 ― ％ △１８．８％ 
持分法による投資損失 ― ％ △０．４％ 

税率変更による差異 ― ％ ０．４％ 

未実現損益に係る未認識額 ― ％ ３．０％ 
そ の 他 ― ％ ４．７％ 

合   計 ― ％ ８．１％ 
 

税効果適用後の法人税等の負担率 ― ％ ４８．４％ 
 
（注）当連結会計年度におきましては当期純損失を計上しておりますので法定実効税率と 
   税効果適用後の法人税等の負担率との差異についての記載を省略しております。 

 
（1 株当り情報） 
 

1 株当り純資産額 ４５４円５１銭 ４７８円７１銭 
 

1 株当り当期純利益又は当期純損失(△) △７円５６銭 ５円９７銭 
 

潜在株式調整後 1株当り当期純利益 ― ５円７８銭 
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（セグメント情報） 

（１）  事業の種類別セグメント情報 
当社および連結子会社は、紙加工事業の専業メーカーとして段ボールシート、ケース、特殊段ボ
ール、印刷紙器および緩衝材の製品、商品および関連品の製造、加工、仕入および販売を行ってお
り、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 
  

（２）  所在地別セグメント情報 
当連結会計年度（自 平成 16年 4月 1日 至 平成 16年 12 月 31 日）        （単位：千円） 
 

日本 中国 マレーシア 計 
消去または 
全社 

連結 

Ⅰ 売上高および 
   営業損益 

      

売上高       
(1)外部顧客に対
する売上高 

19,976,283 2,335,472 198,997 22,510,753 ― 22,510,753 

(2)セグメント間
の内部売上高
または振替高 

6,099,642 15,128 3,666 6,118,437 (6,118,437) ― 

計 26,075,926 2,350,601 202,663 28,629,191 (6,118,437) 22,510,753 
営業費用 26,003,637 2,236,670 197,087 28,437,394 (6,168,538) 22,268,856 
営業利益 72,289 113,931 5,576 191,796 50,101 241,897 

Ⅱ 資産 32,922,632 828,528 245,160 33,996,321 (7,263,020) 26,733,300 
 
前連結会計年度（自 平成 15年 4月 1日 至 平成 16年 3月 31 日） 
本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の
合計額に占める割合がいづれも９０％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま
す。 

  
（３）  海外売上高 

当連結会計年度（自 平成 16年 4月 1日 至 平成 16年 12 月 31 日）      （単位：千円） 
 中国 マレーシア 計 
Ⅰ 海外売上高 2,335,472 198,997 2,534,470 
Ⅱ 連結売上高   22,510,753 
Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の
割合(％) 

10.4 0.9 11.3 

 
前連結会計年度（自 平成 15年 4月 1日 至 平成 16年 3月 31 日） 

海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（関連当事者との取引） 
当連結会計年度 （自 平成 16年 4月 1日 至 平成 16年 12 月 31 日） 

関係内容 
属性 会社等の名称 住所 資本金又 

は出資金 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

取引の 
内容 取引金額 科目 期末残高 

火災等
の保険
支払 
(注) 

千円 

 
3,384 

前払 
費用 

千円 

 
398 

・法人主要株主 
・役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等(当該
会社等の子会
社を含む) 
・その他の関係
会社 

ニッケン 
商事(株) 

埼玉県 
川越市 

 
千円 
 
 
 

54,600 
保険代理
店業 

 
        ％ 
 
 
(被所有) 
直接 5.58 
間接   ― 

 
     人 
 
 
 
兼任 1 

 
 
 
 
火災保
険等の
取引 

建物の
賃貸他 
(注) 

1,457 立替 金 80 

(注)①取引金額および期末残高は、消費税等抜きの金額で記載しております。 
②取引条件ないし取引条件の決定方針等 
(１)保険料については、一般取引条件と同様に決定しております。 
(２)建物の賃貸等については取引の実勢に基づいて、決定しております。 

③議決権等の被所有割合については、議決権の行使が制限されている株式を控除して算出しております。  
前連結会計年度 （自 平成 15年 4月 1日 至 平成 16年 3月 31 日） 

関係内容 
属性 会社等の名称 住所 資本金又 

は出資金 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

取引の 
内容 取引金額 科目 期末残高 

火災等
の保険
支払 
(注) 

千円 

 
10,377 

前払 
費用 

千円 

 
2,908 

・法人主要株主 
・役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等(当該
会社等の子会
社を含む) 
・その他の関係
会社 

ニッケン 
商事(株) 

埼玉県 
川越市 

 
千円 
 
 
 

54,600 
保険代理
店業 

 
        ％ 
 
 
(被所有) 
直接 27.12 
間接   ― 

 
     人 
 
 
 
兼任 1 

 
 
 
 
火災保
険等の
取引 

建物の
賃貸他 
(注) 

1,447 ― ― 

(注)①取引金額および期末残高は、消費税等抜きの金額で記載しております。 
②取引条件ないし取引条件の決定方針等 
(１)保険料については、一般取引条件と同様に決定しております。 
(２)建物の賃貸等については取引の実勢に基づいて、決定しております。 

③議決権等の被所有割合については、議決権の行使が制限されている株式を控除して算出しております。 
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（生産、受注および販売の状況） 
（１）生産実績                                                             （単位：千円） 

 
事業部門名 品    目    別 

生 産 高 
当連結会計年度 

自 平成16年  4月  1日 
至 平成16年12月31日 前年同期比(％) 

段 ボ ー ル １０，６３１，６３４ ― 包 装 材 

印 刷 紙 器 ８２１，９７５ ―

 小             計 １１，４５３，６０９ ―

 緩 衝 材 ハ イ モ ー ル ４４５，８５７ ―

 合             計 １１，８９９，４６６ ―
 

（２） 受注状況                                                            （単位：千円） 

  
事業部門名 品    目    別 

受 注 高 
当連結会計年度 
自 平成16年 4月  1日 
至 平成16年12月31日 

前年同期比 
(％) 

受注残高 
当連結会計年度 
自 平成16年 4月  1日 
至 平成16年12月31日 

前年同期比 
(％) 

段 ボ ー ル １７，３０６，１７１ ― １，４６５，９９３ ― 包 装 材 

印 刷 紙 器 ２，１４５，２１０ ― １８２，０２５ ―

 小                      計 １９，４５１，３８１ ― １，６４８，０１８ ―

 緩 衝 材 ハ イ モ ー ル １，１１１，８３０ ― ９４，２５７ ―

 合                      計 ２０，５６３，２１１ ― １，７４２，２７５ ―
 
（３） 販売実績                                                            （単位：千円） 

 
事業部門名 品    目    別 

販 売 高 
当連結会計年度 

自 平成16年  4月  1日 
至 平成16年12月31日 前年同期比(％) 

段 ボ ー ル １７，２０７，８２２ ― 包 装 材 

印 刷 紙 器 等 ４，１９７，２１５ ―

 小             計 ２１，４０５，０３７ ―

 緩 衝 材 ハ イ モ ー ル １，１０５，７１６ ―

 合             計 ２２，５１０，７５３ ―

 
（注）平成 16年 12月期は 9ヶ月決算のため、対前年同期比較は行っておりません。 

 


